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対 象 地 域 別紙のとおり

関 連 す る 分 野 その他（港湾）

アジア諸国の港湾との国際的な競争の激化
我が国港湾のフィーダーポート化

背 景

リードタイムの増加やコストの上昇等による産業の国際競争力低下の危惧（産業の海外転出）

国際コンテナ戦略港湾の取り組み

日本のコンテナ港湾のさらなる選択と集中

国内コンテナ貨物の阪神港への集約
国力・地域力

基幹航路の維持・拡大
荷主に対する低コスト、多頻度・多方面、確実な国際輸送サービスの提供

わが国経済の成長エンジンとなる産業の国際競争力強化に寄与

国 域
の向上

わ 国経済の成長 ンジン なる産業の国際競争力強化 寄与

① 国内コンテナ貨物の集荷機能強化

戦 略

① 国内 ンテナ貨物の集荷機能強化
② 港湾コストの低減
③ 民の視点からの港湾経営の実現
④ 物流関連企業、先端産業の立地促進による創荷 １



（別紙） 対象地域

国際戦略総合特区（仮称）に係る提案

阪神港

２



戦 略 規制の特例措置 税制上の支援 財政上の支援
金融上の支援／

その他

施策パッケージの実施

①国内コンテナ貨物の集
荷機能の強化

■民間事業者が実施する
フィーダ輸送における外航船
と内航船の競争条件を同一
にするための改正省エネ法
の見直し

■民間事業者が運航する内航フィー
ダー船における免税油の使用

■民間事業者が実施する内航フィー
ダー船大型化に伴い新たに取得する
船舶の固定資産税の非課税措置

■民間事業者が運航する内航
フィーダー船の大型化等に伴う船
舶の建造費・買取費補助並びに無

■民間事業者による
内航フィーダー船の（ねらい）

■民間事業者が実施する内
航フィーダー船による輸送に
ついて消席率向上のための
国内貨物積載コンテナに関
する手続き簡素化と積載重

船舶の固定資産税の非課税措置

■埠頭㈱等が整備するインランド
ポート施設にかかる固都税の税金相
当額の支援もしくは非課税措置

■インランドポートに進出する物流事
業者に対する法人税減額

舶 建 費 買 費
利子貸付と事業立上り支援

■埠頭㈱が実施するインランド
ポート施設整備に対する補助と事
業立上り支援

内航フィ ダ 船の
新造・買取に対する
暫定措置事業の廃
止

（ねらい）

内航フィーダー輸送の強化、
インランドポートの設置によ
る広域からの集荷

量の見直し
業者に対する法人税減額

②港湾コストの低減

■埠頭㈱が実施する上物、
荷役機械等整備資金の国か

■ ２４時間ゲートオープン、複数ター
ミナル一体運営を実現したターミナル
の埠頭㈱・オペレーターに対する固
都税の非課税措置

■埠頭公社が所有するコンテナ
ターミナルの公設民営化の推進に
よるターミナルリース料の低減
■直轄事業による大水深岸壁等

■埠頭㈱が実施す
る上物、荷役機械等
の施設整備に対する
金融支援措置（ねらい）

らの直接貸し付け

■民間事業者の貿易関連手
続きの簡素化

■埠頭㈱が新たに取得する資産に
対する固都税の非課税措置

■埠頭㈱が所有する資産に対する
固都税の非課税措置

整備に対する港湾管理者に対す
る財政的支援
■埠頭㈱が実施する高性能ガント
リークレーン整備に対する補助
■環境・セキュリティ対策について
の施設整備費 管理費に関する埠

■埠頭公社が所有
するコンテナターミナ
ルの岸壁等資産と国
無利子借入金の相
殺によるターミナル

（ねらい）

基幹施設・荷約機械等の
整備促進による基幹航路
の維持・強化

固都税の非課税措置 の施設整備費、管理費に関する埠
頭㈱に対する補助

殺によるタ ミナル
リース料の低減

③民の視点からの港湾経
営の実現 ■埠頭㈱が柔軟且つ効率的

な経営を行うための新外貿

■埠頭㈱の不動産の移転登記に係
る登録免許税の非課税措置

（ねらい） な経営を行うための新外貿
法の見直し ■埠頭㈱の財産を処分する上での

法人税免除

④物流関連企業、先端産
業の立地促進による創荷

■ロジステッィク用地・産業
用地の低廉化のための埋立

（ねらい）

埠頭㈱の財務体質強化によ
るターミナルの効率的運営

業の立地促進による創荷 用地の低廉化のための埋立
事業の起債償還年限の延長

■埋立地の土地利用変更に
要する法手続きの簡素化

■新たに立地する物流関連企業、先
端産業に対する税制上の支援（ねらい）

企業の立地需要に応じた用
地提供
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